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令和４年度
 決 算

　令和４年度決算は、一般会計の形式収支(歳入歳出差引額)が４億8,766万円、実質収支(形式収支から翌年度へ繰越すべき財源を控
除した額)が４億6,141万円となり、昨年度に引き続き黒字決算となるなど、特別会計(４会計)も含めすべて黒字決算になりました。

歳入

歳出
(目的別)

歳出(性質別)歳出(性質別)

市　税

91億1,060万円　23.9％

皆様から納めて
いただく税金

譲与税・各種交付金

26億539万円　6.8％

地方交付税国庫支出金

61億8,925万円　16.2％

使用料・手数料、分担金・負担金

５億3,035万円　1.4％

皆様に負担していただく保育
料やごみ処理手数料など

114億9,554万円　30.1％

特定の事業に対して国から支出
される負担金や補助金

繰入金

7億8,072万円　2.1％

市　債

30億2,404万円　7.9％

建設事業の実施や、財源不足
に対処するための長期借入金

使い方の決まっていない
国や府からの交付金など

議会費

２億5,058万円　0.7％

市議会の運営

総務費

53億9,266万円　14.3％

民生費

土木費

174億8,254万円　46.4％

衛生費

35億2,737万円　9.4％

健康増進、ごみ・し尿
の処理など

26億101万円　6.9％

道路、河川、住宅、交通安全施
設の整備や管理など

消防費

13億531万円　3.4％

消防や防災対策など

教育費

32億292万円　8.5％

学校教育、社会教育、スポー
ツ振興など

生活保護、子育て支援、高齢
者・障害者福祉など

その他

その他

９億7,702万円　2.6％

16億3,390万円　4.3％

農林業、商工・労働対策、災
害復旧など

寄付金、繰越金、貸付金等の返
還金収入、財産売払収入など

義務的経費
198億5,243万円

52.7％52.7％

【内訳】
扶助費　29.7％
111億9,155万円
人件費　16.1％
 60億6,051万円
公債費　 6.9％
 26億37万円

12.2％12.2％

繰出金
34億7,795万円

補助費等
43億9,228万円

　11.7％

11.0％11.0％

9.2％9.2％普通建設事業費
41億6,074万円

物件費 
45億9,366万円

その他　3.2％
11億9,816万円

基金(貯金)の
取り崩しなど

問合せ先

行財政管理課

☎072－433－7267

歳入　381億6,288万円
歳出　376億7,522万円

一般会計

貯金箱

※歳入と歳出は、金額の大きい順に表示しています。財政用語の説明は、３ページをご覧ください。

(109,560円)

(458,931円)

(453,067円)

(138,241円) (74,429円)

(36,366円) (31,331円)

(6,378円)(9,389円) (19,648円)

(11,749円)(3,013円)(15,697円)

(31,279円)(35,305円)(38,517円)

(42,419円)(64,850円)(210,238円)

府支出金

27億9,309万円　7.3％

特定の事業に対して府から支
出される負担金や補助金

(33,589円)

公債費

29億3,581万円　7.8％

市債（長期借入金）の返済

※下記掲載の％は、一般会計決算に占める割合を示しています。(　)内は、１月１日現在の住民基本台帳登録者数83,156人で割った市民１人当たりの金額です。

　歳入総額は、前年度決算に比べ約50億円

減少しています。主な増減項目は、市税が

約２億円増加したものの、市債が約26億

円、国庫支出金が約17億円減少していま

す。

　主な増加内容は、市税については個人市

民税や固定資産税の増加があげられます。

また、その他の歳入項目として、競艇事業

収入の増加があげられます。

　一方、主な減少内容は、市債については

庁舎整備事業債、学校施設整備事業債がそ

れぞれ減少したことがあげられます。ま

た、国庫支出金については非課税世帯等臨

時特別給付金事業の補助金減少があげられ

ます。

　歳出総額は、前年度決算に比べ約52億

円減少しています。主な増減項目として

は、消防費が約３億円増加したものの、

総務費が約33億円、民生費が約６億円減

少しています。

　主な増加内容として、消防費について

は新庁舎防災設備構築事業や避難所空調

設備整備事業の増加があげられます。

　一方、主な減少内容として、総務費に

ついては新庁舎整備事業が減少したこと

があげられます。また、民生費について

は非課税世帯等臨時特別給付金事業が減

少したことがあげられます。

国が地方公共団体に代わり徴収
し配分するもの

381億6,288万円

376億7,522万円
企画・人事・税務など市役所の運
営、コミュニティ、文化振興など

■令和４年度末

※金額は端数調整を行い万円単位で表示

貝塚市の財政がわかる！
～財政状況の見える化～

　市の財政状況を図やグラフを用いてわかりや

すく解説し、お金の使い道や貯金、ローンの金

額を一目でわかるようにホームページに掲載し

ています！ぜひ、こちらもご覧ください！

381億6,288万円

199億4,387万円

98億2,986万円

9億8,102万円

78億 388万円

13億2,911万円

376億7,522万円

185億3,332万円

95億3,562万円

4,466万円

76億9,130万円

12億6,174万円

4億8,766万円

14億1,055万円

2億9,424万円

 9億3,636万円

1億1,258万円

6,737万円

2,625万円

0円

0円

0円

0円

0円

4億6,141万円

14億1,055万円

2億9,424万円

9億3,636万円

1億1,258万円

6,737万円

一 般 会 計

会  計  名 歳入額 歳出額
形式収支額

(歳入・歳出差引額)

(Ａ)

翌 年 度

繰越財源

(Ｂ)

実質収支額
(Ａ)－(Ｂ)

介護保険事業

後期高齢者医療事業

財   産   区

国民健康保険事業

特 別 会 計

内
　
訳

一般会計

市民1人あたり

323億3,874万円

38万8,892円

99億4,009万円

11万9,535円

市債現在高 基金現在高

ホームページ

歳出(性質別)会計別決算額

※特別会計の決算報告はホームページ
(財政事情の公表)をご覧ください。

財政事情の公表


